
加古川市高齢者肺炎球菌感染症予防接種実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づき、高齢者を対

象とした肺炎球菌感染症の予防接種（以下「予防接種」という。）を実施するこ

とに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（接種対象者） 

第２条 予防接種を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、予防接

種法施行令（昭和23年政令第197号）第３条第１項に規定する高齢者の肺炎球菌

感染症の定期の予防接種の対象者のうち、加古川市に居住している者で、次に

掲げるものとする。 

（１）65 歳の者 

（２）接種日に 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、腎臓若しくは呼吸器の

機能に自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される程度の障害を有する者

及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な

程度の障害を有する者 

（実施方法） 

第３条 市長は、予防接種の実施を、加古川医師会、高砂市医師会及び明石市医

師会（以下「医師会」という。）並びに医師会の会員でない医療機関（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条又は第８条に規定する許可又は届出のある病院及び

診療所をいう。以下同じ。）のうち、予防接種の実施を希望し、市長が認めた医

療機関（以下「医師会外実施医療機関」という。）に委託するものとする。 

２ 予防接種を受けようとする者は、医師会の会員である医療機関のうち、予防

接種を実施する医療機関（以下「医師会内実施医療機関」という。）及び医師会

外実施医療機関（以下「実施医療機関」という。）において、当該予防接種を受

けることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、事情により実施医療機関以外の医療機関において

予防接種を希望する者については、別に定める手続きにより、予防接種を受け

ることができるものとする。 

４ 予防接種は、１人につき接種期間内において１回とする。 

（接種期間） 

第４条 予防接種の接種期間は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）第２条第１項第１号の対象者は、65 歳の誕生日の前日から 66 歳の誕生日

の前日まで予防接種を受けることができる。 

（２）第２条第１項第２号の対象者は、60 歳の誕生日の前日から予防接種を受け

ることができる。 

 



（個人負担金） 

第５条 実施医療機関における予防接種に係る個人負担金は、市長が別で定める。 

２ 実施医療機関において予防接種を受けた者は、個人負担金をその窓口におい

て支払うものとする。 

（個人負担金の免除） 

第６条 市長は、対象者のうち、次に掲げる者については、個人負担金を免除す

ることができる。 

（１）対象者及び対象者と同一の世帯に属する者のいずれもが地方税法（昭和25

年法律第226号）の規定による市町村民税の非課税に該当する世帯（以下「市

町村民税非課税世帯」という。）に属する者 

（２）生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による被保護者又は生活に困窮

する外国人に対する生活保護の措置について（昭和29年５月８日社発第382号

厚生省社会局長通知）に基づき生活保護法に準じて措置された外国人 

２ 前項の規定に基づく免除を受けようとする者は、次の各号いずれかの書類を

実施医療機関に提出しなければならない。 

（１）加古川市高齢者肺炎球菌感染症予防接種費用免除決定通知書（様式第１号。

以下「決定通知書」という。） 

（２）免除を受けようとする者の接種日における介護保険料段階（第１段階から

第３段階に限る。）を確認できる書類（以下「介護保険料額決定通知書等」と

いう。） 

（決定通知書の交付） 

第７条 前条第２項第１号に規定する決定通知書の発行を希望する者は、予防接

種を受けるのに先立ち、加古川市高齢者肺炎球菌感染症予防接種費用免除申請

書（様式第２号）により、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請日における状況で

内容を審査し、適当と認めた場合は費用免除を決定し、申請者に決定通知書を

交付する。 

３ 前項の審査に当たり、第６条第１項第１号の規定による市町村民税非課税世

帯を判断する対象年度は、市長が別に定める。 

４ 決定通知書の有効期限は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）第２条第１項第１号の対象者は、66 歳の誕生日の前日。 

（２）第２条第１項第２号の対象者は、決定通知書の交付日から１年。 

（免除決定の取消し） 

第８条 市長は、免除決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、免除決定を取り消すものとする。 

（１）第６条第１項に規定する要件を欠くに至ったとき。 

（２）偽りその他の不正な手段により決定通知書の交付を受けたとき。 



（３）その他市長が不適当と認めたとき。 

（個人負担金の納付） 

第９条 市長は、前条の場合において、第５条第２項に基づく個人負担金を支払

わずに予防接種を受けた者に個人負担金を納付させるものとする。 

 

（補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成26年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式で現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


